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課題多い外国人の参加

　全国の自治体の国際化を支援す
る自治体国際化協会と、国際協力
NGOのネットワーク団体である
JANICは、自治体とNGO・
NPOの連携を通じて国内外の課
題解決を促進するため、2012年
よ り 定 期 的 に 「 自 治 体 と
NGO/NPOの連携推進セミナ
ー」を開催している。
　第19回目となる今回のテーマ
は「防災」。国内で災害が起きた時
に外国人居住者をどのように支援
するか、あるいは防災分野の国際
協力にどのように取り組むかとい
った点について議論が交わされた。
　当日は、まずJANIC能力強化
グループの松尾沢子マネージャー
が、「1994年にルワンダで大虐
殺が起きた時、多くの国際団体が
その難民を支援したにも関わらず、
赤痢などにかかって亡くなる人が
続出した。各団体の連携が不十分
で、効率的な支援ができなかった
からだ」と述べ、紛争や災害など
の非常時にこそ、多様なアクター
の連携が重要だと指摘した。
　続いて登壇した（一社）ピース
ボート災害ボランティアセンター
のルイス・ロビン敬・国際コーデ

ィネーターは、国内に住む外国人
の防災対策のために実施している
事業を紹介。「われわれは、例え
ばワークショップを通じて、最寄
りにある避難所を認知してもらっ
たり、突っ張り棒で戸棚が倒れな
いようにするといった日頃の備え
の大切さを伝えている。こうした
話は、彼らにとって目新しいもの
が多い」と指摘した。さらに同氏
は、「各地域で災害対策に携わる
関係者たちは、平時から異文化対
応について考えておくことが重要
だ」とも強調。同氏が以前、宮城
県石巻市で野外キャンプ形式の防
災訓練を実施したところ、非常食
として配ったカップラーメンに豚
肉が入っていたため、ユダヤ教徒
の参加者が食べられなかったエピ
ソードを紹介した。
　また、文部科学省が実施してい
る外国語青年招致事業「JETプロ
グラム」で来日した外国人を支援
する団体「AJET」のニコラス・
ラヴィン副会長は、同団体が取り
組んでいる東日本大震災の被災地
支援のための募金活動について紹
介した。その上で、「JETプログ
ラム参加者258人に被災地などで
のボランティア活動に関するアン
ケートを実施したところ、64％

が“ボランティアに参加したいが、
参加できなかった”と回答した」
と明かした。「英語での情報不足
や、被災地までの旅費が高いとい
った問題が大きい」とし、外国人
の災害ボランティアへの参加には、
まだ課題も多いことを指摘した。

互いの強みを生かす

　他方、開発途上国の防災支援に
取り組む（特活）日本国際救急救
助技術支援会（JPR）の播磨賢副
理事と、神戸市の外郭団体である
（公財）神戸国際協力交流センタ
ーの小野知哉・総務部長兼事業部
長は、両者が協働して2009年か
ら取り組んでいるカンボジア支援
事業を紹介した。これは、同国に
おける救急隊員の指導者の育成や、
防災システムのモデル地区の創設、
防災学校の設立などに取り組むも
の。JPRの播磨氏は「われわれは
消防などに関する専門家集団だが、
事業全体のマネジメントに関して
は、多様な国で国際協力事業に取
り組んできた神戸国際協力交流セ
ンターが優れている」と、連携の
意義を強調した。
　その後、災害時における外国人
住民の支援の在り方を参加者で議
論するワークショップも行われた。

地域事務所の強化を図る

―UNDPの組織改革で重視してい
るポイントは。
　国連は、安全保障や人権、開発
など、多様な分野に取り組んでい
る。さらに、それぞれ異なる意見
を持つ193もの国で構成されてい
る。こうした複雑性を抱えている
上、2015年に策定された「持続
可能な開発のための2030アジェ
ンダ」など、時代に応じた新たな
課題にも対応していかなければな
らない。こうした中、国連にとっ
て組織の改革は不断の課題だ。
　そこで、UNDPは13年、全て
の加盟国に賛同を得て、14～17
年までの４年間にわたる新戦略計
画を策定した。それまでの
UNDPの戦略計画では35の成果
目標が定められていたが、新戦略
計画では「包摂的かつ持続可能な
成長と開発」「民主的ガバナンス
の強化」など７つに再整理し、重
点事項を明確にした。この戦略に
連動する形で、日本も昨年３月、
仙台で「第３回国連防災世界会
議」を開くなど、力強いリーダー
シップを発揮してくれている。
　さらに、貧困削減をより効果的
に進めていくため、UNDPは組

織の分権化を図っている。われわ
れは近年、ニューヨーク本部の職
員を３割削減した。組織の効率化
に伴う定員削減のためもあるが、
多くはタイやエチオピア、パナマ、
オマーン、ヨルダン、トルコなど、
各地域の事務所への異動だ。より
多くの職員に、現場の近くで仕事
をしてもらうことがその目的だ。
　人事面では、職員を成果重視で
評価するための制度の導入を進め
ているほか、組織運営の透明性の
向上にも努めている。
　また、例えば国連児童基金
（UNICEF）は子どもの支援に取
り組むなど、国連機関はそれぞれ
異なる目的と役割を有しているが、
国レベルで事業に取り組む際には、
「One UN」として連携し、事
業の効果を高めるよう努めている。
　おりしも国連では今年、新たな
事務総長が選出される。これは、
国連全体の組織改革を進める上で
も重要な出来事だ。
　今年は、「持続可能な開発目
標」（SDGs）の取り組みが始ま
った節目の年だが、その一方で、
近年、過激主義の台頭や紛争、自
然災害など、多くの課題が噴出し
ている。新しい事務総長には、こ
うした多様な難題に取り組むため

の強力なリーダーシップと、加盟
各国と協調する力の両方が求めら
れる。
　なお、今回の事務総長の選挙に
は、数人の女性も立候補している。
これは、国連の組織改革が徐々に
進んでいる証左でもある。

ビジネスを通じてSDGsを達成

―外部パートナーとの連携にあた
っては、どのような点を重視してい
ますか。
　かつて、世界では東西冷戦や南
北の経済格差が大きな課題となっ
ていた。しかし、今は東や南の新
興国が興隆し、世界経済に大きな
影響を及ぼすようになった。さら
に、国だけでなく、企業の役割も
大きくなってきている。今後は、
彼らがビジネスを通じてSDGsの
17の目標の達成に貢献してくれ
ることが期待される。
　われわれはこの７月に「SDGs 
Holistic Innovation Platform」
（SHIP）を日本で立ち上げた。
これは、ビジネスを通じてSDGs
を達成するための方法を議論する
プラットフォームだ。今後も企業
などを巻き込みながら、さらに効
果的な国連の在り方を追究してい
きたい。

自治体とNGOの連携に関するセミナー開催

［自治体国際化協会／JANIC］

国内外の防災対策の強化を

（一財）自治体国際化協会と（特活）国際協力NGOセンター（JANIC）が運営する「市民
国際プラザ」では、７月22日、第19回自治体とNGO/NPOの連携推進セミナー「多文化共
生×国際協力×防災が生む地域ブランド化と発信力」を開催した。当日は、自治体や各地
域の国際交流協会、NGOの職員など49人が参加した。

（左から）ルイス・ロビン敬氏、ニコラス・ラヴィン氏、
播磨賢氏、小野知哉氏

マイケル・オニールUNDP総裁補に聞く

［UNDP］

効果的な国連の在り方を模索

国連事務次長補を務めるマイケル・オニール国連開発計画（UNDP）総裁補兼対外関係・
アドボカシー局長が７月下旬に来日し、日本とUNDPの連携の在り方について外務省など
と意見を交わした。UNDPの組織改革の進捗や、外部パートナーとの連携強化に関する近
年の取り組みなどについて同氏に聞いた。

オニール氏は、７月25日に開催された
SHIPに関する公開フォーラムにも登壇した

『国際開発ジャーナル』 2016年10月号に掲載


